
　「10年後のありたい姿」の達成に向けて、マテリアリティへの取り組みやデータ・デジタル技術の活用などによる「SX / DX」と最適な
ポートフォリオの実現をめざす「事業ポートフォリオ変革」を有機的に融合させ、CXを推進していきます。

SX / DX

SX（Sustainability Transformation）

マテリアリティ（重要課題）への取り組みや強固な経営基盤
を通じ「環境価値・社会価値との共存・共栄」と「持続可能な
成長」を実現する。

③ステークホルダーとの信頼関係構築
　（エンゲージメント向上）

①マテリアリティを基軸とした事業戦略

②持続可能な成長を支える強靭な経営基盤強化戦略

事業ポートフォリオ変革

新ビジネスの「開発」Ⅰ

既存ビジネスから高付加価値サービスへのシフトⅡ

既存ビジネスの収益力強化と効率化Ⅲ

ビジネスモデルの進化・積層化

ポートフォリオマネジメント

将来的にも企業価値向上に貢献しないビジネスからの撤退
を果断に進めるとともに、事業ポートフォリオの最適化を図
ることで、持続可能な成長と中長期的な企業価値の向上を
果たす。
● 中長期視点で事業のあり方を徹底的に見直し、経営資源の戦略的配分
により新規投資を推進する。

● 資本コストを認識した経営管理を進化させ、中長期的なリターンを創出
する。

● 経営資源（資本・資金・人材など）の有限性を意識したうえで、「バランス
シートの最適化」により資本効率を追求する。

DX（Digital Transformation）

“顧客起点”と“未来志向”でデータ・デジタル技術の活用と
戦略的投資の実行による「顧客価値の“新たな創造”や“質
的向上”」を実現する。

①DX人材の養成・獲得　②DX体制の基盤構築
③攻めのDX体制構築　 ④新事業開発

価値創造プロセス、中期経営計画の位置付け

経営の基本方針※1

※1 2021年4月1日制定 2022年5月16日改定

経営の中長期的方向性※2

経営理念

経営ビジョン

行動指針

10年後のありたい姿「未踏の未来へ、ともに挑むイノベーター」

資本のインプットから事業活動を通じて価値を創出、
非財務資本の蓄積、将来財務資本の拡大を果たす

イ
ン
プ
ッ
ト

事
業
活
動
＆
経
営
基
盤

ア
ウ
ト
カ
ム

価値創造プロセス

中期経営計画

2025中計（2023～2025年度）

ホップ

2028中計（2026～2028年度）

ステップ

2031中計（2029～2031年度）

ジャンプ

※2 2022年5月16日公表

経営の中長期的方向性
https://www.mitsubishi-hc-capital.com/corporate/direction/index.html

経営の基本方針
https://www.mitsubishi-hc-capital.com/corporate/idea/index.html

詳細はウェブサイトをご覧ください。

長期的な視点でめざすありたい姿として「経営の基本方針」、「10年後のありたい姿」を
実現するためにめざすものとして「経営の中長期的方向性」を定めました。
当社が各ステークホルダーに対していかに価値を創出するかをまとめたものとして
「価値創造プロセス」をあらためて整理したうえで、これを指針として
中期経営計画（「2025中計」）を策定しました。

詳細はP.47～48「デジタル戦略への取り組み」をご覧ください。

（CX: Corporate Transformation）

DX

SX 事業ポートフォリオ
変革 CX

価値創造ストーリー
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マテリアリティの解決

社会・関係
資本

製造
資本

自然
資本

● 多種多様なアセット
● 各種データの蓄積
● 多様な業界に跨る
グローバルな顧客基盤・
ネットワーク

● 強固な連携基盤

人的
資本

知的
資本

財務
資本

● 多様な人材
● サービス提供力・
ソリューション創出力

健
全
か
つ
安
定
的
な
財
務
体
質

財務

財務
資本

高
水
準
で
安
定
し
た
収
益
力
・
資
金
調
達
力

⑤アセット活用事業

②アセットファイナンス

①カスタマーファイナンス

③ファイナンス＋サービス

④データ活用プラット
フォームサービス

人材基盤・ノウハウ 事業・オペレーション
ノウハウの積み上げ

アセット基盤の転換

ネットワークの
多様化・深化

アセット基盤
・

対外的な関係性

価値創出

顧客

従業員

環境・社会

株主・
投資家・
金融機関

取引先・
パートナー

社会・関係
資本

製造
資本

自然
資本

● サステナブルかつ
レジリエントなアセット
への転換

● ステークホルダーによる
評価向上

● より深く多様な
ネットワーク

人的
資本

知的
資本

● ノウハウ・スキルの向上と
多様化

● 働き甲斐のある環境・
組織風土

● イノベーションの創出
● データ・デジタル技術
活用

非
財
務
資
本
の
蓄
積
に
よ
る
財
務
資
本
の
拡
大

DX

SX 事業ポートフォリオ
変革 CX

財務

詳細はP.23インプット A

非財務

詳細はP.23～24、29～48事業活動 B

3つの要点

詳細はP.25、27、28アウトカム C

5つのビジネスモデル

詳細はP.26経営基盤 D

非財務

価値創造プロセス
当社の価値創造プロセスは、資本をインプットし、事業活動を通じて各ステークホルダーに
価値を創出することで、非財務資本の蓄積ひいては財務資本の拡大を果たしつつCXを実
現し、マテリアリティを解決する一連の流れを表しています。

詳細はP.19～20

トップメッセージ 価値創造ストーリー 事業戦略 財務戦略 非財務資本強化戦略 ガバナンス データセクションイントロダクション
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価値創造プロセス 各パートの解説

財務資本
　安定的な成長を実現する収益基盤と、国内外における資金調達
力に基づく健全かつ安定的な財務基盤は、当社の重要な経営資源
の一つです。2022年度の純利益は1,162億円となり、2021年4月
の経営統合以降、当社の連結純利益は毎期、過去最高益を更新し

続けており、安定的かつ持続的な成長を実現しています。また、
2023年3月末の連結純資産は１兆5,510億円、自己資本比率は
14.3%となり、財務健全性（信用格付A格維持）を引き続き堅持す
るための自己資本を確保しています。

①事業・オペレーションノウハウの積み上げ
　変化するお客さまのニーズを捉えるために、事業運営ノウハウの拡
充とオペレーションノウハウの獲得を図っていきます。例えば、新たな
事業開発や投資のために、当社の強みである事業経営人材のスキル
や経験を活用しながら、当社グループ全体の事業の創出力や運営力
を高めていきます。また、付加価値サービスを提供するため、メンテナ
ンスやレンタル、サブスクリプションなどのアセット周辺サービスの
ニーズに応えるオペレーションノウハウの拡充を図っていきます。

②アセット基盤の転換
　低収益アセットを特定し、その収束や撤退、再構築を進めるととも
に、よりお客さまのニーズが見込まれる高収益アセットへの転換を
図っていきます。また、サプライチェーン全体を通して、環境負荷や人
権に配慮した、中長期的な環境変化に耐えうるサステナブル・レジリ
エントなアセットへの転換を図ります。さらには、データ基盤を整備
し、オペレーションの効率化や高度化を実現する、データを最大限に
生かしたデジタルソリューション・システムの開発に取り組みます。

③ネットワークの多様化・深化
　サプライチェーン全体をカバーするために、三菱UFJフィナンシャ
ル・グループ、三菱商事、日立製作所をはじめとした国内外の多様な
パートナーとのネットワークを構築するとともに、ファイナンスソ
リューションにとどまらない、アセット周辺領域サービスの提供を通
じて、お客さまとの関係性深化を図っていきます。また、豊富なデータ
を保有・活用するデータプラットフォーマーとしてお客さまとのネット
ワークを多面的に深化させていきます。さらには、既存のプレイヤーが
カバーできていない、新たな市場やニーズに関連する事業の運営や投
資を通して、お客さまの課題を解決するビジネスパートナーへの深化
をめざします。

人的資本、知的資本
　これらの資本は当社の競争優位の源泉や持続的な企業価値向上
の推進力の中核要素です。人的資本に関しては、製造設備や不動産、
航空機など、専門性を有する資産を熟知し、それに関連したリース・
ファイナンスに加えて、サービスなどの事業を展開できる知見を有し
た、多様なバックグラウンドを持つ人材が8,648名（連結、2023年
3月末）在籍しています。
　知的資本に関しては、各アセットや事業領域における知見に加え
て、リース・投融資・アセットに関する統合リスク管理や与信審査、
ALM（資産・負債の総合管理）などのノウハウを蓄積しています。

製造資本、自然資本、社会・関係資本
　これらの資本と関連性が高い重要なものの一つに脱炭素化に
向けた取り組みがあり、全社的なサステナビリティに係る取り組み
において重要な経営資源として位置付けています。国内外におけ
る豊富な顧客基盤を有し、事業と地域両面で分散したポートフォ
リオ（連結総資産10兆7,261億円（2023年3月末））を構築してお
り、顧客、事業運営、アセットに係るデータを蓄積しています。太陽
光や風力などの再生可能エネルギーを活用した発電事業を通じて
国内外に1.2GW（2023年3月末時点）の持分出力数を有していま
す。また、展開国数20カ国以上の三菱HCキャピタルグループ内の
グローバルネットワークのほか、三菱UFJフィナンシャル・グルー
プ、三菱商事、日立製作所と強力な事業パートナーとしての関係を
有しており、これらは競争優位の源泉です。

非財務資本

インプット 5つのビジネスモデル

3つの要点
　当社の経営資源および強みを活用・強化しつつ、弱みの克服に向けて必要な取り組みを「3つの要点」として整理しています。

　当社のビジネスモデルを「①カスタマーファイナンス」

「②アセットファイナンス」「③ファイナンス＋サービス」

「④データ活用プラットフォームサービス」「⑤アセット活用

事業」の5つに類型化し、事業ポートフォリオ変革の実現に

向けた「ビジネスモデルの進化・積層化」を進めていきます。

　大きな方向性としては、既存ビジネスの収益力強化と効

率化・既存ビジネスから高付加価値サービスへのシフト・

新事業の開発の3つを掲げ、これらを同時に推進すること

でビジネスモデルの進化・積層化を進めていきます。

事業活動

③ファイナンス＋
サービス

主に「アセットファイ
ナンス」にメンテナン
ス、AM※1等を付加し、
インカムゲインやキャ
ピタルゲインに加え
て、サービス収益も得
る。
※1 Asset Management：
資産管理業務

ビ
ジ
ネ
ス
の
特
徴

具
体
例

● メンテナンス付オペ
レーティングリース

● 資産管理等サービス
ソリューション

①カスタマー
ファイナンス

顧客与信に基づく
リースや融資により安
定的·継続的にリース
収入等を得る。

● ファイナンスリース
● ベンダーリース
● 割賦
● 融資

②アセット
ファイナンス

市場性のある特定汎
用アセット主体に、事
業資産の価値を裏付
けとした投融資。リー
ス収入に加えて、資産
売却による売却益な
どの獲得も可能。

● オペレーティング
リース

● 不動産流動化

④データ活用プラット
フォームサービス

データを活用すること
で、プラットフォーム
ビジネスを展開し、主
にサービス収益を得
る。

● データ活用による
在庫最適化サービス

● データ活用による
シェアリングサービス

⑤アセット活用事業

アセットを活用した事
業を経営し、事業収益
の最大化を狙う。

● Non FIT再生可能
エネルギー事業

● 不動産再生·
開発投資

　事業活動に投入されている当社にとって重要な経営資源の主な要素を「財務資本」と「非財務資本」にそれぞれ分類し、

整理しています。

A

B
ビジネスモデルの進化·積層化のイメージ

※2 再構築・撤退含む。低収益資産の売却、削減を進める一方で、収益性の高いアセットは積極的に積み上げ。資産回転型への進化。

ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
進
化
·
積
層
化

現在

既存ビジネスの
収益力の強化
と効率化※2

顧客基盤

既存ビジネスを
高付加価値

サービスにシフト

新事業の「開発」

①

④

②

⑤

③

●資産の構成比率イメージ

現状 2025

●利益の構成比率イメージ

現状 2025

①

④

②

⑤

③

①

④

②

⑤

③

①

④

②

⑤

③

①④

②

⑤

③
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非財務資本の蓄積による財務資本の拡大

アウトカム

　当社では、価値創造プロセスが機能し、非財務資本の蓄

積が財務資本の拡大に着実につながるよう、人的、知的、製

造、自然、社会・関係資本の5つの非財務資本について今後

めざすべき取り組みテーマを設定しています。

　これらに取り組むことで、非財務資本を蓄積し、財務資

本の拡大、ひいては持続的な企業価値の向上につなげてい

きます。

ノウハウ・スキルの向上と多様化

取り組みテーマ（非財務資本の蓄積）

人的資本

知的資本

製造資本

自然資本

社会・
関係資本

非財務資本の蓄積による財務資本拡大の流れ

あるべき人材ポートフォリオの達成により、アセット周辺の
ノウハウを蓄積し、当社事業の成長および高収益化を実現。

働き甲斐のある環境・組織風土
従業員エンゲージメント向上を通じて、生産性向上や、環境
変化に対応した新ビジネスの創出、および内外人材から選
ばれ続ける会社を実現。

イノベーションの創出 イノベーションの創出態勢を構築し、新規性のある事業等
を継続的に生み出すことで、高収益化と成長を加速。

データ・デジタル技術活用
付加価値の高いサービス提供、生産性向上に向け、DX戦略
を着実に実行し、DX関連新事業・新商品数を増大。

サステナブルかつレジリエントな
アセットへの転換

アセットの価値を高め、毀損リスクを低減するために、中長
期的に資産価値が持続するアセットへの入れ替えを行い、
ROAを向上。

ステークホルダーによる評価向上
適切な情報開示とエンゲージメントを通じ、ステークホル
ダーからの評価・信頼を向上し、資本コストを低減。

より深く多様なネットワーク
当社のネットワークを多様化・深化させていくことを通じ
て、顧客に付加価値の高いサービスを提供し、高収益化を
実現。

経営基盤強化戦略

　「ビジネスモデルの進化・積層化」の推進を後押しするために、以下の4つの戦略を中心に経営基盤を強化していきます。

経営基盤

コーポレート・
ガバナンス体制の強化

財務基盤・
社内基盤の強靭化

人材の育成・確保

ステークホルダー
エンゲージメントの向上

● サーベイ等を活用した社員エンゲージメントの向上
● 経営戦略の実現に資する人材ポートフォリオの形成
 （人材の量的確保と質的な転換）
● 戦略的な人的資本開示（人事戦略と連動した目標の設定・発信）

● 安定的かつ良質な資金調達と調達余力の拡大・ ALM体制の高度化
● 事業ポートフォリオ変革に対応した審査・管理態勢の再構築
● 新事業・ビジネスモデルに応じた最適なシステムの構築

● 連結経営体制の強化によるグループ一体運営の推進
● ビジネスの進化や変化に対応する統合リスク管理の高度化
● グローバルベースの監査一体運営体制の構築

● 財務・非財務情報の開示内容の拡充、発信手法の多様化
● 外部ステークホルダーとのコミュニケーション強化
● サステナビリティに関する取り組み推進・強化
 （気候変動・人権に関する取り組み推進、 ESG 関連情報の充実・発信）

● 経営から各階層社員に対する情報発信や対面コミュニケーションの実施
による意識改革

変革を促す仕組み

　変革に向けた意識改革を実践するため、その障害となるものを取り除き、従来の延長線ではない新たな視点で、スピード感

をもって各種施策を推進します。

①変革の土壌を「整える」
全社員の変革意識の醸成。

● 「ビジネスアイデア募集プログラム」＋「社内起業プログラム」の本格稼働
● 変革を促進する新組織評価の導入

変革に資する取り組みが活発に生み出されるための仕組みを構築。

● 研究開発投資の推進（「イノベーション投資ファンド」新設（100億円））
● 現場への権限委譲（分権化）の推進

効率的な意思決定プロセスや権限委譲等を進めることで、
アジャイルな検討態勢を構築し、変革を推進。

②変革を「生み出す」

③変革を「推進する」

C D
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